
 
平成 25 年 3 月 1 日 

港 湾 局 港 湾 経 済 課 

港 湾 局 産 業 港 湾 課 

港湾EDIセミナー及び第10回 日ＡＳＥＡＮ港湾技術者会合の開催結果について 

国土交通省港湾局は、海洋政策研究財団（OPRF）及びミャンマー国運輸省海事局（DMA）等と協力し、２

月20日及び21日、ミャンマー・ヤンゴンにおいてミャンマー政府関係者や企業から50名以上参加頂いた

「港湾EDIセミナー」及びASEAN５ヶ国の行政専門家と我が国官民の専門家が参加した「第10回日ASEAN

港湾技術者会合」を開催致しました。 

「港湾EDIセミナー」では、「ミャンマーの港湾手続きの現状」、「利便性の高い日本の港湾EDI」及

び「港湾手続きの簡素化に関連する国際条約」が説明され活発な質疑を通じ参加者の港湾EDI(※別紙)の

理解が深まったとともに、ミャンマーへの港湾EDI導入について、日本側に支援の要望が寄せられました。 

一方、「第10回日ASEAN港湾技術者会合」では、参加のASEAN５ヶ国の港湾諸手続の現状と課題につい

て整理がなされるとともに、ASEAN全域で適用可能な「港湾EDI導入ガイドライン」の来年のとりまとめ

に向けた議論がなされました。本技術者会合は、日ASEAN海上ワーキンググループの枠組の下、ASEAN各

国に港湾EDIの導入を促進することを目的として、「港湾EDI導入ガイドライン」の策定を昨年度より３

カ年計画で行っているものです。 

なお、セミナー及び技術者会合の開催に当たっては、海洋政策研究財団（OPRF）の平成24年度海外交流

基金を活用致しました。 

 

 

■「港湾EDIセミナー」 

１．日時：平成25年2月20日（水） 

２．場所：チャトリウムホテルレイクヤンゴン 

３．主催：国土交通省港湾局 

海洋政策研究財団（OPRF） 

 ミャンマー国運輸省海事局（DMA） 

４．内容： 

(1)ミャンマーの港湾の手続き状況について  

   発表者：ミャンマー港湾公社 副課長 Mr. Soe Thein 

(2)日本の港湾EDIの概要について 

    発表者：国土交通省 港湾局 港湾経済課 課長補佐 飯田 純也 

(3) IMO/FAL条約と港湾EDIについて 

    発表者： e-ビジネスコンサルタント 代表 伊東 健治 

５．参加者 

日ASEAN第 10回港湾技術者会合（PTG）参加者（カンボジア、インドネシア、ミャンマー、フィリピ

ン、ベトナム、日本）に加え、ミャンマー国運輸省海事局課長Capt. Htay Win他、ミャンマー官民港

湾関係者約40名（総勢50名以上）  

６．成果 

 ・港湾EDIシステムの重要性や導入促進の必要性について、参加者の理解が深まった。 

 ・多くの質問が寄せられるだけでなく、ミャンマーへの港湾EDI導入について、日本側に支援の要望が

寄せられた。                 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■第10回日ASEAN港湾技術者会合 

１．日時：平成25年2月21日（木） 

２．場所：チャトリウムホテルレイクヤンゴン 

３． 主催：国土交通省港湾局、海洋政策研究財団（OPRF） 

    ミャンマー運輸省海事局（DMA）            

４．議題 

(1) ASEAN諸国における港湾諸手続きの現状について 

(2) 港湾EDI導入ガイドライン(案)について 

５．参加者 

・ミャンマー国運輸省海事局長 Mr. Maung Maung Oo 

・日ASEAN第 10回港湾技術者会合（PTG）メンバー 

ミャンマー4名、カンボジア、インドネシア、フィリピン、ベトナム各1名と日本2名の計10名 

・専門家 

e-ビジネスコンサルタント 代表 伊東 健治  

財団法人国際臨海開発研究センター(OCDI）調査役 宍戸 達行 

財団法人国際臨海開発研究センター(OCDI) 調査役 小松 明 

６．成果 

  ・来年度「港湾EDI導入ガイドライン」取りまとめに向け、各国の港湾諸手続の現状と課題について    

整理がなされ各国関係者の理解が深化しました。 

・来年度の開催場所が「インドネシア」に決定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ミャンマー国運輸省海事局（DMA）

課長 Capt. Htay Win  

中央(右) ミャンマー国運輸省海事局（DMA）局長 Mr. Maung Maung Oo 

  (左) 国土交通省港湾局産業港湾課国際企画室長 村岡 猛（議長） 

【連絡先】 

国土交通省 港湾局 港湾経済課 (飯田・名里) 

 TEL : 03-5253-8660 (直通) FAX : 03-5253-8937 

  国土交通省 港湾局 産業港湾課 国際企画室（村岡・國場） 

  TEL : 03-5253-8679（直通）FAX : 03-5253-1651 


